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1.は じめ に
近年,経 済のグローバル化が進展 し,国 境ないし国籍の障壁がます ます低 くな りつつある。
経済のグローバル化 は,国 境 を超えた情報や通信のネットワークの発達,世 界的なレベルでの
資金調達や決済のための金融市場の整備などによって促進されてきた ものである。日本企業に
とってはさらに1985年 のプラザ合意による円高がこの流れに加わ り,それ以降国内生産による
製品輸出か ら海外での現地生産へ,さ らには世界的な視野での事業展開の最適化へ と,急 速に
その国際戦略を発展させてきている(山本,1997)。 それゆえ日本企業にとっては,国 際的によ
く整備 された会計 システムの重要性がます ます高まってきているということができる。なぜな
らグローバルに展開される組織構造 を有効に管理してい くためには,コ ン トロール ・システム
としての会計システムの機能が不可欠だからである。
そこで本稿では,急 速にグローバル化が進展する日本企業 を対象にして 「国際会計」の研究
を展開するにあた り,そ もそもどのようにそのフレームワークを構築すべきかについて,よ り
基礎理論のレベルか らの検討を行 うことにする。その意味では本稿は,具 体的な国際会計 の研
究 というよりは,そ のための準備的考察であるといえる。それゆえ試論的名色彩の強いもので
あることを,あ らか じめお断 りしてお く。以下,次 第では会計基準が設定されるコンテクスト
としての国民経済 とそれを超越する存在 としてのグローバル企業 との関係を分析する。一般に
国際会計の研究 は,国 別の会計制度分析 を不可欠な要素 として含む国際財務会計論 としての蓄
積が圧倒的である。 これに対 し本稿 では,そ うした国単位の視点ではな く,個 々の国を超 えて
成立するグローバル企業 を主体 とした視点から国際会計を捉 えることを考える。
本稿のII節 がより問題提起的であるのに対 し,III節 はよ り基礎理論的な議論 を取 り扱 う。グ
ローバル企業の観点から国際会計 を論 じるにあたって,諸 問題 に統一的にアプローチするため
の分析枠組 を提供する理論の考察が,そ の主要な目的 となる。そこでは,グ ローバル企業の理
論である内部化理論 とそれをより一般的に支える内部組織の経済学 に依拠 しなが ら,市 場 と会
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計の二元論に基づいて会計 システムの機能分析を行 う。そしてその基本的なフレームワークを
概観 し,日 本の企業会計の特性 を分析するとともに,企 業活動のグローバル化の進展が日本的
とされてきた会計のあ り方にどのような影響を及ぼすものであるかを考察 して,本 稿のまとめ
とする。
II.グ ローバル 企業 と会 計
(1)閉 じた国民経済 と開かれた場 としての経済
経済の国際化 は製 品の輸出か ら始まるとされるが,企 業が輸出戦略 を採 るということは,ヒ
ト,モ ノ,カ ネ,情 報 とい う企業経営における4大 資源の うちモノが海外 に出ていき,そ れ と
入れ代わ りにカネが国内に流入することを意味している。生産にかかわるヒ トは国内に固定 さ
れてお り,そ の結果,企 業の意思決定にとって重要なきわめて戦略的な情報 も国内 とりわけ本
社 に留 まった ままとなる。突き詰めていえば輸出 とは,モ ノとカネだけが国境を超 え,ヒ トと
情報 という資源 は国境を超 えない世界での経済活動であるということができる。それは付加価
値の生産主体 としての企業が国民経済の真部分集号 として包含 されてお り,貿 易だけがある種
の例外 として把握される状態を意味 している。個々の企業は国民経済の枠 を超え出ることがな
く,換 言すれば国民国家単位で成立する経済は,そ の国に所在する企業の活動をすべてアグ リ
ゲイ トした もの となるのである。国民経済や国民国家 といった考 え方は,19世 紀にヨーロッパ
の諸国で確立 したものであるが,日 本にもきわめそよく該当す るものであった といえる。
ところが今日,日 本企業 は積極的に海外で生産 を行 うようになっている。輸出から現地生産
への変化は,モ ノとカネだけが国境 を超 え,ヒ トと情報 は国内に留まっている状態か ら,モ ノ
とカネはむしろ現地で還流しそれをマネジメントするためにヒトや情報が国境を超 えて移動す
る状態への変化であるということができる。 ヒトや情報が国境を超 える時代,す なわち企業が
国民経済の真部分集合ではな くな り複数の国民経済に自由にまたがって活動する時代,こ れこ
そが安室(1992)に よればグローバル化の時代 ということになる。アイワやキヤノンのように,
すでに海外での生産が付加価値生産額のほとんどを占める企業 も多 くなってきている。そのよ
うな時代には,既 存の経済学 とりわけ国際経済学 の枠組 はきわめて不十分な ものとなってしま
うと安室(1992)は 主張する。企業の活動 を国単位で単純 に集計することができな くなるから
である。それはある意味で,国 民国家 という概念 そのものの限界 を示 しているともいえるであ
ろう。
ここで会計学に目を移すと,一 般 に財務会計論 は,国 ごとに成立している会計基準をその研
究対象 としている。 その会計基準が及びうる範囲はまさに国民国家のそれである。そ こでは,
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その会計基準が機能する国に属する企業が実践すべ き会計のあ り方が議論 される。 そして議論
の対象 となる企業 は,国 民経済の真部分集合であることが暗黙のうちに想定されているのであ
る。そうした視点は,会 計基準設定主体 の観点か ら会計基準のあ り方を論 じた研究 により強 く
見 られ る。国単位で会計基準が設定 されるからである。それゆえ,異 なる国では当然異なる会
計基準が成立することになる。そこでそれぞれの国の会計制度 を記述 ・分析するとともに,そ
れ らを相互 に比較 してい くとい うことが国際会計の主要な研究テーマとして成立する(Nobes
andParker,1995)。 ただ しそこでは,あ る国の会計基準を論 じるさいに,依 然 としてその国内
で経済活動が自己完結 した企業を想定 しているということには変わ りはない。
このようなスタンスのまま国際化が進展すると,各 国の政策担当者は,自 国企業が行 うこと
には世界中 どこまでで も追いかけようとす る。あたかも国内と同じように。例えば国際税務会
計の領域 に日本でも採用されている外国税額控除が存在するが,そ こに流れる考 え方は,本 社
の所在国すなわち居住地国に世界 中の経済活動で獲得 されたすべての所得 を合算するととも
に,そ こか ら計算される課税額に対 し海外ですでに支払われた税額を控除しようというもので
ある。それゆえ課税当局の関心事は,あ くまで も本国におけるないしは本国において合算 され
る所得である。そこには,海 外で獲得された所得は当該国すなわち源泉地国のマターであると
いう発想 は見 られない。 これにういて占部(1993,pp.99-100)は 以下のようにコメン トして
いる。
わが国は,昭 和28年 以来,二 重課税の排除の手段 としての「外国税額控除方式(ク レジッ
ト方式)」 を伝統的に採用し,そ の枠組みを信 じて疑わない。わが国のここ10年 の外国
税額控除にかかる国内税法をみて も,企 業の国際化に伴 って,歳 入保護の観点か らの控
除限度額の修正 というきわめてテクニカルな変更 とそれにかかる表面的な是非 しか問わ
れてきていない。』近い将来においてもわが国の二重課税の排除は,外 国税額控除方式の
枠組 みのもとで,依 然 として国別や所得項目に着目した外国税額控除限度額の締めつけ
といった流れのなかでその規定,通 達は益々複雑化 し,納 税者のコンプライアンスの増
大,課 税庁の税務調査等の負担増等 といった状況のなかで,納 税者 と課税庁が右往左往
する姿がイメージされうる。




348一 『明大商学論J第80巻 第3・4号 一(672)
というアプローチは,国 境 を超 えて複数の国で自由に活動するグローバル企業の出現に伴 って
限界に直面する。それゆえ,伝 統的な国民経済の枠 に固執せずに経済 を分析するための新 しい
フレームワークが,Porter(1990)やReich(1991)といった研究者によって提示 されている。
彼 らの研究に共通する点は,あ らカ}じめ企業のグローバル行動(す なわち経営資源の自由な移
動)を 前提 とし,経 済(そ れが国民経済であろうと地域経済であろうと)は それが行われる場
であると理解する点である。自由に動 く企業 と開かれた器 としてそれを自由に受け入れる国(な
いし地域)と いう見方である。そのような見方に立てば,会 計基準設定者を含めた政策担当者
にとって重要な点は,自 国の企業を世界中 どこまでも追いかけることではなく,ど この国籍の
企業であれ自らの国(地 域)内 で雇用が確保され付加価値が生産 されるよう,域 内のインフラ
ス トラクチュアを整備することである。 したがってReich(1991)に よれば,例 えばアメリカ経
済 にとって重要なのは,ア メリカ国内で活動する全世界 の企業であ り,ア メリカ国外で活動す
るアメリカ企業ではないということになる。上述 の国際税務会計 に関わ らしめていえば,ク レ
ジッ ト方式か らエグゼ ンプション方式への発想の転換である。
さらに彼 らは,今 後の経済の発展には,単 純な組立加工の工場 による雇用ではな く,よ り知
識集約型の雇用が重要であるという(Porter,1990,andReich,1991)。グローバル経済を前
提にすれば,組 立工場 は賃金の安い国に移転 されざるをえないからである。一方,情 報技術や
金融 システムの世界的発展 によって,「 シンボリック・アナリス ト」 とよばれる人々の役割がま
す ます重要になってきている(Reich,1991)。 シンボ リック ・アナ リス トは,さ まざまな情報
や知識をまさにシンボル として自由に駆使 してビジネス ・チャンスを広げていく知のスペシャ
リス トであ り,そ の付加価値生産性 は,単 純作業 よりもはるかに高い。グローバル経済におい
ては,彼 らのプロフェッショナ リティーは世界中で通用するので,知 の専門家はコスモポリタ
ンとしてより良い機会を求めて,世 界中を駆 け巡 ることになる。それはまさに国境 を超えたヒ
トと情報の移動であ り,開 かれた経済の実現である。 このシンボリック ・アナ リス トの例 とし
てReich(1991)が プロフェッショナルなアカウンタントや税務 コンサルタントをあげているこ
とは,き わめて興味深いといえる。現に会計士の資格は国際化 し,相 互にどこの国でも活動で
きるようになっている。
企業内においては,こ のシンボ リック・アナリス トはすべて本社で働いているわけではない。
彼 らは研究所やデザイ ン・センター,事 業本部,地 域統括本部などといった頭脳部門で働いて
いる。 しか もグローバル企業は,世 界中にそれらの部門を分散 させ,事 業の最適化 を図ってい
る。 それゆえ今後の経済の発展は,彼 らシンボリック ・アナ リス トを惹 き付 ける知識集約型の
部門が どれだ け立地 しているかにかかっているといえる。ちなみに,こ うした観点から積極的
に税務政策 を展開している国 としてシンガポールをあげることができる。 シンガポールでは,
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税制 の優 遇措 置 な ど を通 じて ハ イ チ ク工場 部 門(PioneerIndustriesおよびPost-Pioneer
Industries)や サ ー ビス部 門(PioneerServiceCompanies)さらには地域統 括部門(Operational
HeadQuarters)な どを積 極的 に海 外 か ら誘 致 してい る。外 国企業 が前二者 のパ イオニ ア的 な
部門 として承認 され る と免 税 とな るし,後 者 のOHQに つ いて も承認 され る と法人 税が10%に
軽減 され る。 シンガ ポール政府 は,知 識集約 型 の雇 用が確保 されれ ば,企 業 の国籍や世界 本社
の場所 は全 く問題 にしていな い とい う ことで あ り,現 在進展 して い るグ ローバ ル化 の本 質 をき
わ めて よ く理解 して いる とい える。
会 計 学 研 究 にお い て も,上 述 の議 論 と同 様 の視 点 の 重 要 性 が主 張 され て い る。例 え ば
BromwichandHopwood(1983,p.v)は,以下の よ うに述べ てい る。
会計政策に関する疑問は,も はや国家単位で孤立 した ものとして考察することはできな
い。産業界や商業界のもつ国際的な性質 は会計政策設定者 に彼 らの任務をより広いコン
テクス トで見るようますます圧力をかけている。
国単位で独 自に行われていた会計基準設定が他の国 との調和化が目指されるようにな り,さ ら
には国際会計基準のように世界的に統一 された基準が求められ るようになってい くのである。
その意味では,世 界的に統一 された会計基準の設定が,国 民国家的制約を克服する1つ の解決
策になるかもしれない。
(2)国 民経済の視点か らからグ ローバル企業の視点へ
ところで,グ ローバル企業は個々の国単位で利潤 を極大化する必要がなく,ま さにグローバ
ルなレベルで事業 の最適配分を行い,世 界的な結合利潤の極大化を図っている。一般に,グ ロー
バルに活動す る企業は,世 界本社が事業部ない しは製品系列 に沿って世界中の工場や事業所を
分権的に管理するという事業部制構造を持 っている。この場合例えばMotorola社 のように企
業によっては,個 々の事業本部が異なる都市ないしは国に位置することも珍 しくない。世界本
社が一 ヶ所 として も,す べての世界事業本部 を一ヶ所 に集める必要はないことが,事 業部制グ
ローバル企業の1つ のメリッ トである。国際的ベ ンチャーの連合体 としてのグローバル企業で
ある。ただしある国内に複数の事業所があってそれぞれが異なる世界事業本部の管理下にある
場合,縦 の報告はうまくいって も,横 の国内事業所間の連絡が疎遠になって しまう可能性があ
る。それゆえ国内の相互連絡 を促進するリエゾン機能 を持った国内本社が設立されることにな
る。さらにヨーロッパや北米,ア ジア太平洋 といったブロックごとに,域 内で展開される事業
を統括すべ く地域統括本部が設置されることもある。世界に4程 度の地域統括本部 を設置 して
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分散 して事業管理を行 う世界4極 体制論 は,大 前(1985)に よって主張されたものである。た
だ今 日ではネッ トワークの発達 もあり,製品ないしは事業の系列 を縦軸 とし,国ないしはブロッ
クの極 を横軸 として,マ トリックス構造で世界の事業を管理 してい くシステムが,グ ローバル
企業にとってより一般的になっている。
ともあれ,グ ローバル企業のグローバル企業た る所以は,世 界中の市場を等距離で眺め どの
市場に対 して もバランスよく戦略が展開で きる点にある(Ohmae,1990)。 税制な どを含めある
国のインフラス トラクチャーが不満足 になれば,別 の国に活動拠点 を移せばいいか らである。
グローバル企業にとって重要なのは,世 界全体の結合利潤すなわち連結利益 を高めることであ
る。そのような企業に固有の会計問題 はけっして国民国家単位で捉 えるアプローチでは分析で
きない。 また上述のように経済 を場 として捉えそこで活動する企業 を対象にするアプローチで
も不十分である。なぜな らグローバル企業は複数の場で活動し,し か もその組織はReich(1991)
がいうように 「グローバル ・ウェッブ」 として世界中に網の目のように張 り巡 らされている。
そのような企業の会計 を論 じるためには,集 計された一国経済からグローバルに展開する個々
の企業 に,立 脚する視点を移す必要が出て くる。複数の国にまたが りなが らも統一 された主体
としてのグローバル企業である。
そこで本稿では,国 際会計 を研究するにあたってグローバル企業の視点に立つ ことを提案 し
てみたい。 こうした企業主体からのアプローチは管理会計論(や 隣接領域である財務管理論)
においてはきわめて一般的なものであるが,国 際会計論成立の経緯 もあってそもそも国際管理
会計論 の蓄積が国際財務会計論 ほどにはなされていないという問題がある。 しか しなが ら,グ
ローバル企業の視点 に立つ ことは,必 ず しも管理会計に議論を限定することを意味 しない。例
えばNobesandParker(1988)では,多 国籍会計ないし多国籍企業会計 という名称 を使用し
ながらグローバルに活動す る企業が直面する会計問題が議論されており,そ こでは国際的な連
結会計やセグメンタル ・リポーティングのような財務会計に属する問題が企業主体の観点から
展開されてい る。国際財務会計の問題を,客 体 としての企業が実践すべき特定国の会計基準 と
いう観点か らではな く,グ ローバル企業を主体 とした財務報告の問題 として理解するならば,
そのアプローチは管理会計 に限定 される理 由はなくなる。財務会計 と管理会計(さ らには財務
管理)の 問題 を統一的に議論できること,これこそがグローバル企挙アプローチの最大のメ リッ
トであり,そ れは複数国の会計制度にまたがる国際会計 においてこそ有用になるといえる。
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HI.市 場 ・組織 ・会計
(1)市 場 と組織
ところで,グ ローバル企業の活動についてこれを経済理論的に見 るならば,貿 易 などによる
国境 を越 える市場取引を1つ の組織の内部に取 り込む取引の 「内部化」であるといえる(Buck-
leyandCasson,1976,p.33)。 この内部化の理論は,グ ローバル企業ないしは多国籍企業の
行動 を統一的なフレームワークによって分析 しようとする理論である。そして内部化理論のよ
り一般的な基礎理論 として内部組織の経済学をあげることがで きる。この理論は,市 場 と組織
の相互作用の観点から会計を含めた経済制度を重点的に分析 を行おうとする。内部組織 の経済
学はRonaldCoaseの 企業に関する古典的研究(Coase,1937)を 嗜矢 とし,そ の後1970年 代
以降にOliverWilliamsonlこ よって体系化されている(Williamson,1975,1985and1986)。
内部組織の経済学の理論 は,会 計学にもなじみの深い 「取引」(transaction)を 経済制度分析の
基本概念 とし,さ まざまな経済制度は個々の取引をコン トロールす るために必要 となる費用す
なわち取引費用をそれぞれの方法で節約するようにして成立するものであるとみなす。 この考
えによれば,市 場 は水平的取引によって取引費用が節約される場であ り,組 織(「外部市場」に
対 して 「内部組織」 とよばれる)で は垂直的取引によって取引費用が節約されることになる。
内部組織 の経済学では,人 間行動 における 「限定された合理性」 と 「機会主義的行動」 を前提
条件にして,市 場 と組織の境界が取引費用が最小化される ところで決定される(Williamson,
1975)。
この内部組織の経済学によれば,市 場では対等な独立第三者間で価格情報に基づいて取引が
なされる。 この価格情報は市場に参加(し ょうと)す る誰 もが入手可能な ものであ り,そ れに
よって市場の秩序が維持 される。証券市場 はこの典型的な例である。市場では,価 格メカニズ
ムによって取引費用が節約 されるのである。いっぽう組織においてはそのように価格メカニズ
ムが機能 しないので,そ れに代替するような取引のコントロール ・メカニズムが必要になる。
そこでは情報はオープンなものではな く,取 引費用を節約するために,組 織内の特定の構成員
によってのみ保有 される。一般には,組 織の階層性 に基づいて,上 か らのコン トロールが行わ
れる。 これについてouchi(1983,p.28)は,以 下のように説明している。
明 らかに,市 場 は最 も単純で最 も好 ましいガバナンスの形態であり,そ の ことが西洋思
想において市場 を理想化する慣習を説明 している。 もしもすべての労働や商業が市場で
統御 されうるのであれば,わ れわれの生活 はもっとよくなっているであろう。.…けれど
もさまざまな理由によ り市場は経済生活のすべての側面を統御することはで きず,こ こ
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に企業,す なわち官僚制組織が存在する。
そ の よ うな内部組織 にお け る取 引 の コン トロール は,会 計 システムに よって行 われ る。(John・
son,1983,andSpicerandBallew,1983)。会計 システム によって,市 場価格 に代替 す る計算
価 格 が階層 組織 の トップに伝 え られ るか らであ る(ImaiandItami,1984,p.288)。取引 の場
と して市場 と組織 が対 置 され るの対 し,そ の コン トロー ル ・メカニズ ム として価格 メカニ ズム
と会計 シス テムが対 置 され る。 内部組織 の経 済学 によれ ば,会 計 とは組織 とい う市場 の価格 メ
カニ ズ ムが作用 しない場 におい て取 引費用 を節約 す るた めの疑似価格 メカニズム なので ある。
内部 組織 の経 済学 で は,市 場 と組織 の境界 の変 化 もし くは取引 の コン トロール ・メ カニ ズム
の変化 は,資 本投 資に よってな され る こ とにな る。資本投 資 一 お よびM&A一 は市 場で行 わ
れ てい た取 引 の組織 内化 であ り,投 資撤 退(disinvestment=負 の投 資)や 企 業分割(divestment)
は組織 内取 引 の外部化 として理解 され る(Gordon6'al.,1988)。この ように市場 と組織 の境
界 や相 互 関係 は,資 本 蓄積 の状 態 に よって変 化す る ものであ る(Johnson,1983,p.145)。こ
の点 に つい てScott(1931,p.235)は,以下 の ように述 べて いる。
産業革命以降…市場 による直接的なコントロール は,新 しい形の対立する利害を調整で
きな くなった。市場 によって直接調整 されない多 くの利害の調整 を引き受けるために,
会計 の機能が拡大された。
なお,市 場 と対置する形で会計が論 じられるとき,一 般 に管理会計システムのみが対象にされ
ることが多いが(Johnson,1983,andSpicerandBallew,1983),Scott(1931)は財務会計
をも含めて議論 している。財務会計がよ り市場に従属するようになれば,時 価評価への指向が
強 くなる。その意味でいえば,原 価評価 とはより内部組織指向の会計であるといえる。
以上のような内部組織の経済学を基礎 とする内部化の理論 に従えば,グ ローバル化のために
企業が行 う海外直接投資 とは,国 ごとの市場においてなされていた財の市場取引を,国 境 を超
えて成立する組織構造の内部に取 り込むことであるといえる。海外直接投資 とは,海 外の市場
取引を内部化するさいに発生する取引費用のことなのである。そのような費用をかけても輸出
が現地生産に切 り替えられるのは,市 場取引よりも組織内取引の方が長期的 に見て取引費用が
より節約されると考えられるからである。なお近年,市 場 も個々の国を越えてグローバルに成
立 しつつあ り,市 場 と組織の境界 といった問題 もよりグローバルなレベルで論 じる必要が出て
きている。その意味で,上 述のScott(1931)の 主張のように,市 場 と組織の相互関係 は,つ ね
に変化す るものであるといえる。それゆえ,内 部組織の経済学の基礎的なフレームワークをよ
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りグローバルかつ実証的なコンテクス トで展開 したものが,内 部化の理論である。
内部組織の経済学では,よ り一般的な概念である市場 と組織の二元論 に基づきなが ら,日 本
企業の特性 を分析するために第3の 概念が導入され る。例 えばImaiandItami(1984,p。289)
で1ま,「中間組織」とい う概念が導入 される。彼 らによれば,日 本経済の特徴は市場 と組織の相
互浸透 として成立するさまざまな中間組織形態にある。 この概念 によって旧財閥系の企業集団
や,個 々の大企業を核 とした企業グループおよび系列,さ らには長期的な企業間の相対取引関
係 といった現象が分析 され る。中間組織の特性 は,情 報が個々の組織 の境界を越 えて処理 され
ることにある。それは内部組織のように組織内部でのみ処理され るものではなく,市 場のよう
にすべての参加者にオープンなものでもない,当 事者企業間でシェアされるものである(浅沼,
1997)。 この中間組織 によって取引がより長期的に安定 して維持 されるので,機 会主義的な行動
が回避 され,取 引費用が節約 される。中間組織 は日本の特性 をよく現 したものであるが,こ れ
を取引特性の観点か ら見れば,同 様の形態 は欧米でも観察されるという(Williamson,1986,p.
86)。
またOuchi(1979and1980)は,内 部組織 の経済学に依拠 しながら日本企業 を分析するため
に,市 場 と組織 に続 く第3の 概念 としてクラン(clan二 血族集団)を 導入 している。彼は,組 織
を官僚制組織 とクランに分類す る。前者 は企業など西洋の近代社会において典型的に見 られる
もので階層構造 になってお り,明 確 なルールによって支配されている。それゆえ官僚制組織で
は,計 算合理的な意思決定が行われる。それに対 し後者は,現 代 の日本社会においても見 られ
る信頼指向の組織であり,合 意による意思決定が重視 される。 このクラン型の組織では公式化
された情報や定量化された情報の重要性は低下 し,よ り非公式で定性的な情報が重宝される傾
向がある(WilliamsonandOuchi,1981)。 公式化;定 量化 しないことによる取引費用の節約
である。 そこでは共通の価値や信念 さらには伝統 といった ものが重要になる(Ouchi,1980,p.
137)。 このクランについて,ouchi(1979,p.838)は 以下のように説明す る。
クランは互酬制の規範 と正統な権威(そ れはしばしば 「合理的・法的」であるよりも 「伝
統的」な形態であるが)と いう考え方だけではな く,幅 広い範囲の価値や信念について
の社会的合意 をも必要 とする。 クランは市場の明確な価格 メカニズムや官僚制組織の明
確なルールを欠いているので,個 々人が社会的に規定された行動に対する高いレベルの
コミッ トメントを必要 とする。明 らかに,ク ランは成功す る活動のための前提条件 とな
る社会的合意 という点で市場や官僚制組織 よりも多 くを要求する。
それゆえ,厳 密にいえば,市 場の価格メカニズムに代替する形で内部組織において会計が機能
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するのは,官 僚制組織 においてである。高寺(1984,p.4)で は,あ る民族社会 においては 「記
録 による会計」が相互の信頼 を損なって しまい,か えって取引費用がかかって しまうとい う現
象が記述 されている。いわゆるクラン的な組織や社会では,そ もそも明確なルールが避 けられ
るのであるか ら,そ こでは会計システムの機能は どうして も二次的なものにならざるをえない。
ところで内部組織の経済学では,定 義上取引は,水 平的であれ垂直的であれ,独 立 した個人
2者 間で行われるとみなされる。分析の基礎は,あ くまで個人である。 ここか ら個人間での分
業が広が り,市場 と組織それぞれにおいて均衡が得 られる。つまり市場は神の見えざる手によっ
て取引が支配される自律システムであ り,組 織は経営者の見える手 によって取引が縦 に支配 さ
れる場である。 どちらも個人の原子的な行動がベースとなっている。 ところが 日本企業では,
分析単位 として個人が有効であるとは必ず しも限 らないことが多 くの研究者によって指摘され
ている。日本での分析単位は,グ ループなどの単位 となる。この ことは責任の体系 と関係する。
市場や官僚制組織においては責任はすべて個人によって担われ るので,そ れが取引の分析単位
とも呼応 しているが,ouchi(1981,p.58)が 指摘す るように,日 本ではクランのように責任
は集団的である。またClark(1979,p.129)も,「 日本では責任 は集団的であり,意 思決定 に
は多 くの人々が関わる傾向が認められる」 と主張する。 さらに中間組織においても,取 引は企
業 と企業,す なわち集団と集団で行われ る相対取引である。 このような集団指向は,日 本的経
営の文化的アプローチで広 く認識 されているものである(Ouchi,1981,andPascaleand
Athos,1981)。
そ こで内部組織の経済学 による分析枠組 を整理すると,図1の ようにまとめられるであろう。
横軸 は,取 引が外部指向であるか内部指向であるかを表 している。 これは市場か組織か という
内部組織の経済学の基本的な基準である。次に縦軸は,責 任 とも関連 しなが ら,取 引が個人で
行われ るか集団で行われるかを表 している。上の2つ のセル(市 場 と官僚制組織)は 欧米で典
型的に見 られるのに対 し,下 の2つ のセル(中 間組織 とクラン)は 日本で よりょ く観察され る。
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(2)日 本企業のグローバル化 と国際会計
以上のように日本企業の社会的特性 を整理するとすると,日 本では純粋の市場取引よりも中
間組織による取引,例 えば系列取引や長期の相対取引が,ま た官僚制組織によってコン トロー
ルされう取引よりもクラン指向の取引が,そ れぞれ より重視 されることがわか る。組織形態と
して官僚制よりもクランが選好されるということは,日 本においては会計がそれほ ど社会的重
要性をもっていない ということでもある。 きわめて市場指向や会計指向の強いアメ リカや英国
が強会計社会であるとす ると,日 本 は弱会計社会であるといえるか もしれない。
ここから,会 計および財務 について2つ の仮説が考 えられ る。1つ は,市 場 よりも中間組織
が選好 されるのであれば,日 本企業の財務意思決定において資本市場の役割はあまり重視 され
ないであろうということである。そしてさらに,そ こからはさらに株主指向の欠如が導出され
るであろう。第2の 仮説 は,も しも官僚制組織 よりもクラン型組織が選好 され るのであれば,
そこでは計算合理的な情報があまり重視されないか もしれないということである。投資決定に
おけるDCF法 や リスク分析などの精緻化された技法やマニュアルな どによって明確化 された
手続が これに該当するであろう。そして両者 とも,筆 者が1996年 に行った投資決定実務のアン
ケー ト調査によって支持 されている(Yamamoto,1997)。 その結果 をここで反翻 してお くと,
第1の 仮説については,日 本企業は投資決定 において 「株主の富の増加」 という財務目標 を重
視していなかったし,逆 に 「資本市場での調達困難さ」が制約であると感 じていなかったので
ある(Yamamoto,1997.pp.12-9)。また第2の 仮説について も,DCF法 や リスク分析 など
の精緻な手法の採用度合の低 さから支持される(Yamamoto,1997,pp.2-7)。要するに投資
決定においては財務情報が重要視されていなかったのである。ただしそのアンケー ト調査では,
日本企業の多 くが 「資本予算の専任者」を置いていたこと,ま た 「能力ある管理者 の欠如」が
投資の制約にはなっていなかったことなどから,ル ールに則った会計による意思決定よりも,
ヒ トとヒトとの よりフェイス ・トゥ ・フェイスな意思決定が重視 されていると結論づけられて
いる。 これはまさにクラン型 の組織運営である。
ただし問題は,そ のような日本的な情報処理のあり方が,国 境 を超えて成立するグローバル
な組織ではきわめて困難なものとなるであろうことである。なぜならフェイス ・トゥ ・フェイ
スな意思決定は,物 理的 につねに直接顔を合わせ られるからこそ可能になるか らである。 さら
にクランが重視する価値や信念,伝 統 といったものが,と りわけそれ らが明文化 されていない
場合,異 なる文化において容易に共有 されうるとは考 えられない。グローバル化する日本企業
にとっては,ク ラン的な取引構造は非常に取引費用のかさむものになると考えられる。それゆ
え日本のグローバル企業 は,そ の本質をクランか ら官僚制へ価値の共有からルールによる運営
へ と変えていかざるをえないのではないだろうか。 ここに,日 本企業においてグローバル化 と
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ともに会計が重要になってくる理由が存在する。 さらに談合的体質 をもった中間組織的な取引
も,よ り市場的な取引へ と変化 してい くか もしれない。意思決定のスピー ドが重要視 される今
日,ク ラン型組織や中間組織では意思決定に時間がかかるとい う取引費用が発生するからであ
る。近年の時価評価 に関する議論 もまさにそうした市場化の流れに沿ったものであるといえる。
その意味で,日 本企業 にとってのグローバル化 とは,図1に おける下側のセルか ら上側のセル




以上,本 稿 において国際会計の研究 を行 うにあたって踏 まえておくべきい くつかの点 につい
て論 じてきた。 まずほとん どの会計研究 とりわけ財務会計研究 は,あ らか じめ国民国家 を暗黙
の単位 としていることを指摘 した。国際会計論に とって国別の制度比較は重要な分野であるが,
そのさいには,政 府や会計基準設定者 は世界中の企業が活動する場 として自国経済を捉 えるべ
きことを主張 した。ただしそのような視点の変化は重要であるが,グ ローバル企業の活動全体
を把握するためには,よ り代替的なアプローチとしてグローバル企業のスタンスに立ったアプ
ローチを採 ることの有用性 を述べた。そのような視点で展開される国際会計研究は,す でにグ
ローバルに活動 している企業にとって有用な指針 を提供す ることが可能 となるであろう。
そしてグローバル企業の分析 には,市 場 と組織ないしは市場 と会計 という比較分析がその基
礎理論 として有用であることを後半において論 じた。これ までの日本の企業組織 においては,
残念なが ら必ず しも会計が重要な機能 を果たしてきた とはいい難い面が存在 したが,企 業活動
のグローバル化の進展は,よ りルールに則った経営を必要 とし,そ のためのシステムとして会
計の存在がクローズアップされるであろうことを本稿 における一応のまとめとした。 しか も企
業の海外進出は主 として海外直接投資 として実施 されるので,そ の研究が市場 と組織の比較分
析 に基づ く国際会計研究において きわめて重要な研究領域 として成立することになる。
最後 にむすびとして仮説的にいえることは,国 際会計論のアプローチ として,グ ローバル企
業の観点から統一的に研究 してい くことが可能であるし,重 要であるということである。そし
てそのための基礎蓮論 としては,内 部化の理論 もしくは内部組織の経済学が有用である という
ことである。 そのようにして成立するグローバル企業アプローチにとっては,市 場 というもの
が会計 と対置 されるもの としてます ます重要になることも,付け加 えておかなければならない。
c
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